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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ（第１回） 

 

日時 令和４年 10月 17日（月）18：00～19：37 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○能村新エネルギー課長 

 定刻になりましたので、ただ今から、総合資源エネルギー調査会、省エネルギー・新エネ

ルギー分科会、電力・ガス事業分科会、再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワ

ーク小委員会、今後、大量小委と申しますけれども、この再生可能エネルギー長期電源化・

地域共生ワーキンググループの第１回会合を開催いたします。 

 このワーキンググループですけれども、お手元もしくはホームページ上の資料１にあり

ますように、2030年度のエネルギーミックスの実現、もしくは 2050年のカーボンニュート

ラルの実現に向けまして、そのためには地域と共生した再生可能エネルギーの大量導入と

いうことが必要でございますけれども、そうした観点から、大量導入の下に新たにワーキン

ググループを設置するものでございます。 

 このワーキンググループでございますけれども、座長につきましては、山内先生にご就任

をいただくことになってございます。また、お手元の委員等名簿にございますように、８名

の委員の皆さま方にご就任をいただいているところでございます。時間の都合上、委員の皆

さま方のご紹介につきましては、委員名簿で代えさせていただきます。 

 また、自治体の皆さまや関係機関の皆さま方にもオブザーバーとしてご参加いただいて

ございます。また、関係省庁の方々にもご参加いただいているところでございます。 

 それでは第１回の開催に当たりまして、山内座長から一言ごあいさつをいただきまして、

その後、進行につきまして、座長にお願いしたいと思います。山内座長、お願いいたします。 

○山内座長 

 どうも、今、座長ということで、ご指名いただいた山内でございます。よろしくお願いい

たします。 

 今回のこのワーキンググループですけれども、今もご趣旨の説明があったと思うんです

けど、再生可能エネルギーを長期電源化するということとか、あるいは大量導入小委という

のがありますけども、この大量に入れていくに当たっても地域と共生すると、こういうよう

なことが必要なわけですね。そこで、皆さんにそういったことに向けて、制度的な措置、こ

れを中心に議論いただくというふうに設置されたというわけであります。 
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 再エネについては、2012 年にＦＩＴ制度が開始されたわけですけれども、私自身はその

ＦＩＴの時からずっと長く関わらせていただいておりますけれども、これまで見ると、太陽

光が中心で進んでいったということではありますけれども、もちろん新しい事業、新しい制

度ですので、地域との間のトラブル等も散見されたと、それも課題になったと、こういうこ

とだと思います。 

 それに対しては、これまでもいろいろ法制度を変えて、事業規律ということで強化してき

たというわけでありますけれども、だんだん量的にも多くなってきたということもあり、残

されている課題も少なくないというふうに考えております。 

 それから、カーボンニュートラルの実現、あるいは再エネの野心的な目標の実現と、こう

いうことですけれども、ご承知のように適地がだんだんと限られていくということがあっ

て、再エネ新規導入に加えて、既存再エネを最大限利用する、活用すると、こういうことも

重要な課題というふうに思っています。 

 本日は、さまざまな分野の専門家の方にご参加いただいて、こういった課題を克服して、

地域と長期的に共生した再エネの大量導入の促進と、こういうことに必要な制度改革とい

いますか、制度的な対応をするということで、ご知見をいただいていきたいと思います。活

発にご議論いただくことを期待しています。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、私のほうで議事を進めさせていただきますけれども、議事に入ります前に、事

務局から本日の資料についてご確認いただいて、それから議事の運営等についてもご説明

いただこうと思います。よろしくお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。配布資料一覧でございますけれども、議事次第、委員等名簿、また

資料１といたしまして「再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループの設

置について」という設置紙、また資料２といたしまして、議事の運営の案でございます。ま

た資料３といたしまして、「再生可能エネルギーの長期電源化及び地域共生に向けて」をご

用意してございます。まずはお手元の資料２、もしくはホームページのところからですと資

料の２のところを開いていただければと思います。 

 資料の２でございますけれども、議事の運営でございます。１つ目に書いてございますの

は、原則として公開であるということ、また２ポツで書いていますとおり、配布資料、議事

要旨、議事録は原則公開でございます。ただ、個別の事情に応じまして、会合または資料等

を非公開にするかどうかについての判断は座長に一任するということでございます。３ポ

ツ、原則としてインターネット上でライブ中継を行う。また４ポツ、会議の日程等につきま

しては、事前に経産省のホームページで公表する。また５ポツ、座長が必要と認める時には、

委員以外の方の出席を求めることができると。また最後６ポツですが、会議の運営に関し必

要な事項につきましては座長が定めるということでございます。 

 以上でございます。 

○山内座長 
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 ありがとうございました。今ご説明ありましたように、運営については、基本的にこれは

原則としては全部公開ということなんだけれども、場合によっては会議等を非公開にする、

それについては私のほうに一任するというようなことでお願いしたい。それから、委員以外

の出席者についても、これも私のほうにご一任いただいて、出席を認めるかどうかというこ

とを判断させていただきたいと。ここだけがちょっとあれですけど、他は全て公開というこ

とですが、これについて何かご異議、あるいはご質問等はございますか。よろしゅうござい

ますか。ご異議なしということでよろしいですかね。 

 それでは、本委員会の議事の運営についてですけれども、事務局からのご説明があったと

おりに進めさせていただくとさせていただきます。 

 

２．説明・自由討議 

 （１）再生可能エネルギーの長期電源化及び地域共生に向けて 

 

○山内座長 

 それでは議事に入りますが、これは資料３が今日の議事内容の説明ということになりま

す。それでは事務局から資料３についてご説明をお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

事務局でございます。資料の３をお開きいただければと思います。資料の３ですけれども、

２ページ目に全体を俯瞰（ふかん）したスライドがございます。「再生可能エネルギーの長

期電源化及び地域共生」というところでございます。先ほど設置紙にもございましたけれど

も、2050年のカーボンニュートラルの実現、2030年度の再エネ比率の野心的な目標の実現

に向けまして、再エネの大量導入が必要ということ。 

 ただ、２つ目のパラグラフに書いていますとおり、安全面、防災面を含めまして、さまざ

まな地域のご懸念も高まっているという状況で、早急な対応が必要ということ。また３つ目

のパラグラフに書いていますとおり、適地や系統の制約という課題がある中で、新規開発に

加えまして、既設の再エネ設備の最大限の活用、長期電源化ということころが具体的な検討

が必要だということでございます。 

 また足元に転じますと、国際エネルギー情勢の変化、またわが国のエネルギーをめぐる情

勢が日々刻々と変化していることも最大限考慮していく必要があると。政府全体では、需給

構造を含めまして、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）を実行すべく検討をしてい

るということでございます。こうした観点からも再エネを最大限導入する具体的な取り組

みをさらに加速させていく必要があるということでございます。 

 このワーキンググループにおきましては、地域と長期に共生する再エネ導入を加速する

という観点から、事業規律の強化に向けた制度的措置の具体化とともに、既設再エネの最大

限の活用策につきまして、スピード感を持って検討を行うということでございます。 

 続きまして全体構成でございますけれども、大きく３つの固まりでご説明をさせていた
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だきたいと思います。１つ目は再エネの動向と制度の状況というところ、そこも３つに分け

ていまして、導入状況、支援スキーム、これまでの制度の対応というもので入ってございま

す。 

 大変失礼いたしました。基本的には発言の時以外はミュートでお願いしたいと思います。 

 大きく１ポツの固まりにつきましては３つの固まり、導入状況、そして支援スキーム、こ

れまでの対応というところをご説明したいと思います。また２つ目の固まりですけれども、

今後制度的検討を要する課題と対応の方向性についてまとめた章でございます。最後に、本

ＷＧでご議論いただきたい論点を集約しておるところでございます。 

 まずスライドですけれども、４ページ目をご覧いただきますと、再エネの導入推移と 2030

年の導入目標というところでございます。2012年以降、固定価格買取制度が始まりまして、

太陽光を中心に 2020年度には 7.9％に増加し、足元再エネ全体では 19.8％に拡大というこ

とでございます。これを 2030年度、36～38％に持っていくということでございます。 

 その進捗、次のスライド５ページ目ですけれども、足元太陽光は 2030年に向けて、進捗

率は 60％程度ということでございます。また風力につきましては、2030年に向けて、大型

プロジェクトが具体化するということも含めて、足元では 20％ということでございます。 

 次のスライドが６ページ目でございますけれども、ＧＸ会議では、再エネの大量導入に向

けました系統整備、調整力の確保ということをしっかりやっていくということと、それを前

提にしながら、再エネの最大限の導入をしていくということでございます。その中で、６ペ

ージ目の下のほうに書いてある、赤枠で囲ってございますけれども、事業規律の強化に向け

た制度的措置の強化ということ、また一番下の黒丸に書いてございますとおり、既設再エネ、

太陽光で約６０ＧＷの容量がございますが、その最大活用というところで増出力や長期運

転に向けた追加投資の促進などについても、今後議論すべき視点として政府全体の会議で

も挙げられているところでございます。 

 続きまして導入の状況ですけれども、日本につきましては、固定価格買取制度が入って以

降、2012年以降、2020年に向けてはヨーロッパなどと比較しても、再エネの導入のスピー

ド感はトップクラスであるということでございます。左下に書いてございますとおり、各国

の太陽光導入容量でいきますと、中国、アメリカに次ぐ容量になっているという状況でござ

います。 

 次のスライド８ページ目ですが、他方で、面積当たりの各国比較をいたしますと、日本は

非常に山がちの国ということもございまして、右側の棒グラフですけれども、平地面積当た

りの太陽光の設備容量につきましては、日本は２位のドイツと比較して２倍ぐらいという

ことになってございます。ある意味、入るところにはだいぶ入ってきているという状況。 

 また９ページ目ですけれども、適地という観点からは、陸上風力につきましても、右上の

棒グラフがございますが、山間部の 2013 年度から 2019 年度に向けまして、濃い緑色の割

合が増えてきているということで、6.3％、2013年度が 2019年度には 46.3％になっている

ということで、山間部での立地というところが増えてきているぞという状況でございます。 
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 全体のボリュームですけれども、スライド 10ページ目をご覧いただきますと、2021年度

の導入量を見ていただきますと、やはり太陽光が多いということでございますが、2020 年

度と比較しますと、導入のペースが少し弱くなっているという状況でございます。ただ、後

でもまた申し上げますけれども、新規の認定量というところで見ますと、2020年度から 2021

年度にかけて認定量は増えているということでございまして。 

 この導入量だけを見ますと、2020年度は少し下回っているところではございますけども、

その下回っている理由としては、上から２行目のところを見ていただきますと、太陽光の非

住宅、野立ての太陽光のところが少なくなっているというところでございます。特にこれは

2019 年以降ですね、10～50ｋW の低圧のところで地域活用要件を入れたというところで認

定量なども減ってきているという状況を反映したものなのかなというふうに考えてござい

ますけども、こうしたところを、これから事業規律をしっかりやる中で、導入を加速してい

く必要もあるというところでございます。 

 続きまして 11ページ目でございます。規模別の状況ですけれども、先ほど申し上げまし

た低圧というものが非常に全体としては約 34％を占めているという状況でございます。ま

た右側ですけれども、10～50ｋＷのところの、一番右側にありますパイグラフを見ていただ

きますと、青色が 64％というところでございまして、この低圧のところについては個人が

所有する割合が多いという状況でございます。 

 12 ページ目ですけれども、太陽光全般として、過去のヒストリカルデータを見ますと、

過去、前年対比で１割以上設備利用率が低下したことがある案件につきましては、全体の

13.3％にも上っているという状況でございまして、季節の日射量の変動を超えるような設

備の利用率の低下がみられるということでございます。こうした観点では、既存の再エネも

適切なパネルの更新、増設などによりまして、ｋＷｈの増加に期待がされるというところで

ございます。 

 続きまして 13ページ目以降、再エネ特措法の支援スキームについてご説明をしたいと思

います。 

 14 ページ目ですけれども、再エネ特措法は、再エネ電気を送配電事業者などの買取義務

者が買い取りまして、その負担を広く国民の方々、事業者の方々、電気の需要家、ユーザー

の方から回収する仕組みとなってございます。今年の４月からは、市場価格に連動しました

Feed-in Premium、ＦＩＰ制度が開始したところでございます。制度としては再エネを導入

するという、そういう発電事業計画、再エネの導入計画を認定するという形になっていると

ころでございます。この全体プロセスはこのとおりでございます。 

 続きまして 15ページ目です。ＦＩＴ、再エネ特措法に基づきます申請から、いわゆる認

定を取得し、運転開始し、ここから大体一般的には 20年間の買取期間が始まるということ。

また全事業が終わりまして、廃止届出をすると解体という形になっているところでござい

ます。この下に吹き出しで書いてございますけれども、認定の申請段階におきましては、昨

年の夏以降、よりプッシュ型で情報発信していこうということで、認定の申請段階から関係
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省庁、自治体には関係する情報を提供するという形にしてございます。 

 また認定段階のところで、２つ目の四角に書いてございますけれども、土地の権原取得、

先ほど申し上げたとおり、計画を認定するという形でございますので、認定基準に基づきま

して、その計画が実行性あるものかということを確認するという観点から、土地の権限の取

得ですとか、関係法令の遵守などにつきまして、事業が適切に実施される見込みがあるかと

いうところを認定時に確認するという形になってございます。また認定された計画につき

ましては、20ｋＷ以上のものにつきましては公表するという形になってございます。 

 16 ページ目になります。事業計画の認定基準の例というところでございますけれども、

土地の確保とか、分割の禁止、また一番下に関係法令の遵守といったことにつきまして確認

をしていくと。この全てを満たすことが必要であるということでございます。条文上は資料

17ページ目でございます。 

 少し細かくて恐縮ですけれども、再エネ特措法というところにつきましては、第９条の４

項というところ、下線をいろいろと引いていますけれども、計画をしっかりと認定するとい

うことでございまして。例えば４項の１号に書いていますとおり、電気事業につきまして、

その電気の、再エネ電気の利用の促進に資するということで、基準に適合するということで

すとか、その電気事業が円滑かつ確実に実施される見込みであるということなど、また設備

についても、きちんと安定的・効率的に発電することが可能と見込まれるということなどに

ついてのそれぞれの基準を適用しているかということについて確認をするという形になっ

てございます。 

 18ページ目です。こうした認定基準に従って事業を行っていただくわけでございますが、

関係法令違反も出ているという状況でございます。違反の把握があった場合には、再エネ特

措法に基づきまして指導を行い、また改善命令などの不利益処分を行う場合には、行政手続

法上、弁明の機会の付与、また聴聞などを踏まえまして、認定取消しといったことも必要に

応じて出てくるという状況でございます。 

 ただ下に、上のグラフに書いてございますとおり、違反を把握してから認定取消しまでの

間というところは、再エネ電気買取りをしてございますので、事業者に対してはＦＩＴ・Ｆ

ＩＰの交付金が交付されるという、そういった状況になっているということでございます。 

 続きまして 19ページ目をご覧いただきますと、太陽光の積立制度をこの７月から開始さ

れてございまして、原則、源泉徴収的な外部積立がこの制度として始まっているというとこ

ろでございます。具体的なお金の流れでございますが、20 ページ目、ちょっと細かいんで

ございますけれども、廃棄等費用積立制度でございます。左側がＦＩＴ認定事業の場合とい

うところで、この再エネ特措法に基づきまして、認定事業者の方々につきましては、積み立

てをする義務が課せられるというところでございます。 

 この義務と、実際には認定事業者の方々が再エネ発電をするというところで、実際にはそ

の収入というところの買取費用の権利があるわけでございますが、この積み立てるという

義務と買取費用の実際の収入というところを実際は相殺していくということ。また買取義
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務者を介して同じような相殺をしていくということで、２段階の相殺ということを経由す

るのですけれども、推進機関にそこの相殺を通じまして実際に外部積立をするといったよ

うな法律構成でやっているというものでございます。 

 また 20ページの右側ですが、ＦＩＰ制度はこの買取義務者がおられませんので、認定事

業者と推進機関におきまして、積み立てとプレミアムの、そこの相殺を行うという形になっ

ているというものでございます。 

 資料 21 ページ目です。再エネ発電に関する関係法令というところで、土地の造成関係、

また電気の安全性、また環境の保全など、関係する法令との、その法令を遵守していくこと

が必要ということでございます。具体的には森林法におきまして林地開発許可などについ

て実際に都道府県が許認可を行っているということでございます。１ヘクタール超の開発

行為だったものですけれども、令和５年度からは、太陽光発電に係る林地開発につきまして

は、0.5ヘクタール超が規制対象になるという形になってございます。 

 また宅地造成等規制法につきましても、法律改正を行いまして、いわゆる盛土規制法とい

う形になりまして、全国一律の基準で包括的に規制をすることになっていくということで

ございます。その他、砂防三法でございますとか、関係する法令、また真ん中の段につきま

しては電気事業法というもの、また環境の保全ということにつきましては、いわゆるアセス

法というところが関係してくるというものでございます。 

 続きまして、これまでの制度的な対応につきまして、主だったものについてご紹介をした

いと思います。資料 23ページ目をご覧いただきますと、固定価格買取制度の変遷と書いて

ございますが、これまでも類似の法改正を含めた対応を行ってきているというところでご

ざいます。2012 年以降、最初は超過利潤があったということもございまして、非常に多く

の認定量もあったというところでございます。 

 他方で土地の確保できていない案件などもございまして、2016年の法改正によりまして、

認定基準と、計画を認定するという制度に変えると同時に、また土地の確保などについては

しっかり必須にしていくということ、また入札制度などについても導入していくといった

措置を講じてございます。また、最近ですと 2020年の法改正によりまして、認定失効制度

を創設する、また解体等積立金制度といったものを創設するといったことにつきまして措

置を講じているというものでございます。 

 24 ページ目につきましては、これは経産省、資源エネルギー庁のホームページにもさま

ざまなお声を頂戴するページを設けてございますけれども、2016年から 2022年２月末まで

に約 850 件の相談をいただいているところでございます。左のパイグラフにありますとお

り、約９割以上がそのトラブルなり、お声をいただいているものの太陽光発電が占めている

という状況ですが、１割ぐらいは風力もあるということ、その他バイオマス、地熱などにつ

いてもあるということでございます。 

 特に主な相談内容といたしましては、適正な事業の実施への懸念ですとか、地元への理解、

コミュニケーションというところ、またパネルなどの飛散など、安全確保への懸念があると
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いうところでございます。少し具体的な声をご紹介します。25ページ目になります。 

 土地の開発前の段階ですと、開発前の早期のタイミングで適切に地元への説明が行われ

ていないということ。また２つ目の立地場所に対する懸念といたしましては、森林伐採を伴

うものであったりとか、災害が発生する懸念があるということ。また３行目ですけれども、

土地の開発・運転開始後の段階だと、許可条件に違反した土地開発が行われているといった

ことが発覚したけれどもどうなんだということ。また４つ目の行ですけど、柵塀や標識の設

置がされていないと、適切な管理がされていないんじゃないかといったご懸念。また一番最

後のところは、いわゆる廃棄といったところで、事業終了後に適切な廃棄処理が行えるのか

といったご心配、ご懸念があるというところでございます。 

 こうした中で、次のスライドですけれども、地域におきましては条例の制定なども行われ

ているところでございます。再エネ設備の設置に抑制的な条例というところも増えてきて

いるというところでございます。2016年に約 26件ぐらいだったものが、2021年度には 184

件というところで、６年間で約７倍に増加をしてきているということでございます。 

 次のスライドですけれども、具体的な条例の例といたしましては、地域の方々とのコミュ

ニケーションを促すさまざまな規定が多く見られるというところでございます。愛知県の

岡崎市の例ですと、市長との事前協議ですとか説明会の開催というところ。また真ん中の岐

阜県の中津川市の例ですと、書面による協定締結を利害関係団体等と義務化をする、締結を

義務化するということ。また、栃木県佐野市の例ですと、説明会の開催の義務化など、また、

長野県の上田市の場合ですと、市との事前協議の前に標識の設置などを義務化するといっ

たことなど、さまざまな地域におきます課題に対応するような条例が制定されてきている

という状況でございます。 

 28 ページ目です。地域と共生した事業規律の確保（これまでの取組）といたしまして、

事業実施の各段階に共通することといたしまして、条例を含む関係法令遵守といったもの

を認定基準として明確化したのが 2017年以降でございます。また、住民とのコミュニケー

ションについては努力義務化という形になっているという状況でございます。その他安全

面というところでは、下から２行目、斜面設置に係る規定などについて追加をしているとい

うこと、また廃棄などについてのご懸念が高まっている中で、2020年の改正におきまして、

廃棄等費用の外部積立制度を、実際に再エネ特措法を改正し 2022年の７月から開始してい

るという状況でございます。 

 加えて 29ページ目でございます。土地開発前の段階につきましては、さきの通常国会で

成立いたしました盛土規制法などにおきまして、太陽光パネル設置のための盛土について

も規制対象に含まれるぞということ。また、昨年の夏以降、申請段階にプッシュ型で情報を

実際に提供する形にもなっているということでございます。 

 またその他、太陽電池、50ｋＷ未満に対する報告徴収、立入検査の範囲を拡大するという

ことを 2021年の４月から行っておりまして、また加えて、電気事業法の改正によりまして、

小規模な再エネ発電設備に係る届出、使用前の自己確認を措置するといったところも行っ
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ているところでございます。 

 こういう中で 30ページ目でございますが、さらなる対応、残された課題といたしまして

幾つか検討課題が明らかになってきていると思ってございます。 

 １つ目が土地の開発前というところでは、森林伐採を伴う区域における災害の発生など

の懸念というところへの対応、また太陽光発電などの特性などを踏まえた関係省庁横串の

対応が必要ではないかといったご指摘。 

 また２つ目の行ですけれども、再エネ特措法につきましては、申請時点では関係法令遵守

の誓約にとどまっているということでございますとか、その他、開発許可取得後に関係法令

の許可条件に違反するようなケースがあった場合に、そうした違反状態のままで工事や売

電を行っていいのかといったことですとか、違反が確認された場合に、早期に解消する仕組

みが必要ではないかといったところも課題かということでございます。 

 また、廃止・廃棄のところですと、住宅用太陽光パネルにつきましては、買取期間が終わ

っているものも出てきていますけれども、廃棄方法の懸念ですとか、必要な情報が足りない

んじゃないかということ。また、中長期的には 2030年半ば以降ですけれども、こうした大

量廃棄のピークに合わせた計画的な対応が必要ではないかといったご指摘もございます。 

 また、横断的事項としての課題といたしましては、地域の方々が十分に再エネの開発につ

いて認識しておられないということで、適切なコミュニケーションが不足しているという

こと。また、事業譲渡（転売）などにおきましても十分な説明がないので、地域との信頼関

係が棄損されているといった状況。また関係事業者、外注先も含めた関係事業者の法令違反

などの際に、再エネ認定事業者の責任についてはどの範囲まで及ぶのかといった点などに

ついても課題だということでございます。 

 こうした中で、今後制度的検討を要する課題と対応の方向性というところでございます。

大きく２つのセクションについてご説明をしたいと思います。 

 １つは再エネの適正な導入・管理の在り方というところと、長期電源化に向けた方向性で

ございます。資料 32ページ目をご覧いただきますと、特に左側のところに書いてございま

すとおり、再エネの適正な導入・管理に向けた検討というところで、これはそれぞれの事業

の実施段階で、土地開発前の段階、土地開発から運転開始の段階、廃止・廃棄の段階、横断

的事項という形の４つの特徴的な段階に応じまして課題を議論していくというところで、

この４月から関係省庁の経産省、農水省、国交省、環境省、それで総務省さんにも入ってい

ただきながら、ご議論を有識者の方々で行っていただいたというところでございます。 

 具体的には 33ページ目でございますけれども、のべ７回程度開催をいたしまして、その

中で具体的な提言を取りまとめて公表しているというものでございます。そこのポイント

につきまして、以降簡単にご紹介をしたいと思います。 

 34 ページ目をご覧いただきますと、各段階でまず１つ目のステップとして、土地の開発

前の段階でございます。課題は先ほど申し上げたところに該当しますので割愛いたします

けれども、今後制度的対応を含めた検討といたしましては、少しグレー色に塗っております
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けれども、森林法の林地開発許可の対象エリアですとか、盛土規制法の規制区域などのこう

した立地場所に応じまして、例えば関係法令の許可の取得を再エネ特措法の申請要件とす

るといったような、そういった手続きの強化を考えてはどうかということ。またその際、関

係する法令といたしまして、温対法の促進区域などとの連携ということも検討し得るので

はないかといったこと。 

 また、電気事業法における工事計画届出時に関係法令の遵守などを確認して、関係法令の

未取得での売電開始を防止することなどもあるんじゃないかといったことでございます。 

 続いて 35ページ目、同じくグレー色のところを見ていただきますと、法令違反時の早期

解消を促すために、違反時における売電収入、ＦＩＴやＦＩＰの交付金というところの交付

を留保するとか、こうした再エネ特措法上の新たな仕組みを検討するべきじゃないかとい

ったことが盛り込まれているところでございます。 

 また 36ページ目でございますけれども、３つ目の段階、廃止・廃棄の段階ですけれども、

ここは速やかに対応するところに書いてございますが、先ほど申し上げたとおり、この７月

から廃棄費用の外部積立制度が開始されているぞというところで、まずはここをしっかり

と運用していくということでございます。 

 また３つ目の矢羽根に書いてございますとおり、太陽光パネルの含有物質の情報発信な

どについての対応が必要じゃないかということ。またグレー色のところに書いてございま

すとおり、2030 年の半ばに向けまして、大量廃棄に備えて、リサイクルを促進・円滑化す

るための支援策やリサイクル制度の在り方について検討が必要だということが盛り込まれ

ているところでございます。 

 37 ページ目になります。ここは横断的な、共通的な項目というところでございます。グ

レー色のところをご覧いただければと思いますが、再エネ特措法の認定に当たりまして、説

明会の開催など地域の事前周知を義務化し、実施されていない場合には申請不可とするよ

うな措置の検討が必要じゃないかということ。また転売の際の変更申請にも同じように適

用してはどうかということ。また２つ目の矢羽根ですけれども、関係法令等に違反している

場合は、再エネ特措法上の転売の変更申請は認定不可とするとしてはどうかといった内容。 

 また、外注先を含めました認定事業先以外の関係者が法令違反を犯した際の認定事業者

の責任の明確化といったところなどについても検討をすべきじゃないかといったことが盛

り込まれているところでございます。その他、電磁法におけます小規模再エネ設備の柵塀設

置義務の検討など、さまざまなＮｏｎ－ＦＩＴ、Ｎｏｎ－ＦＩＰのところの対応といったと

ころについても言及されているところでございます。 

 ２つ目の固まり、長期電源化に向けた方向性についてご説明をしたいと思います。 

 資料 39ページ目、冒頭申し上げたとおり、太陽光発電の規模別の認定量の推移でござい

ますが、2022年度、底を打ちまして、2021年度については認定量が回復傾向にあるという

ところでございます。今後こうした新規の導入に加えまして、２つ目の黒丸に書いています

が、既設設備が長期にわたり運用されることですとか、増出力を推進するといった観点も重
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要ではないかというふうに考えているところでございます。 

 資料 40ページ目をご覧いただきますと、太陽光パネルの更新・増設というところにつき

まして、特に既に土地や系統が確保されているという観点からは、ここを有効活用できない

かということ。他方で、太陽光発電の出力が増加する際には、国民負担の増大を抑止すると

いう観点も重要だということでございます。現行のルールでは、３ｋＷもしくは３％、それ

を超えるようなそういう場合には、価格が最新価格に変更されてしまうといったルールに

なっているということでございます。 

 こうした点につきましては、既存再エネの有効活用という観点からは、国民負担の増大を

抑止することを前提に取り扱いを検討してはということを考えているところでございます。 

 41 ページ目は足元のルール、この赤枠で括っているところが現行のルールを示したもの

になります。 

 42 ページ目ですけれども、こうした見直しの方向性につきましては、大量小委のほうで

もご議論いただいてございます。具体的には国民負担の増大を抑止しながら、パネルの更

新・増設を促すような見直しをしてはどうかというふうになってございます。具体的には２

つ目の黒丸に書いてございますとおり、増設や更新をする際に、認定出力のうち当初の設備

相当分は価格を維持することとして、増出力相当分につきましては十分に低い足元の価格

を参考にしながら適用するという方向で議論してはどうかということ。また、更新・増設後

の設備も含めて、当初設備の調達期間等を維持するということが原則というふうに考えて

ございます。 

 また、こうした更新・増設時には関係法令の遵守の再確認ですとか、廃棄費用の積み立て

の担保などが重要だということで、こうした観点から検討を深めていく必要があるといっ

たことを取りまとめていただいているところでございます。 

 43 ページ目は模式的に書かせていただいていますが、地域と長期に共生した再エネの導

入というところで、再エネの事業規律と再エネの大量導入というところについては、二律背

反する概念ではなく、むしろ再エネの事業の規律の強化ということがむしろ新規導入です

とか、既設の再エネの最大活用、またはそれをひいては長期運転化につながっていくという

こと。それを通じて地域と長期に共生した再エネの大量導入につながっていくというとこ

ろをお示ししたく、参考的にイメージとして描かせていただいたものでございます。 

 最後３ポツ、本ＷＧでご議論いただきたい論点、既に言及させていただいているところを

少しまとめたものですので、簡潔に申し上げたいと思います。 

 まず１つ目です。45 ページ目ですけれども、各事業実施段階ごとに、ここでは論点を掲

げさせていただいてございます。まず土地開発の前でございますが、大きな項目としては、

立地状況等に応じた手続きの強化という観点から個別の論点を２つ挙げてございます。１

つ目の丸ですけれども、森林法の立地開発許可の対象エリアですとか、盛土規制法の規制区

域など、こうした立地場所に応じて関係法令の許認可の取得を申請要件にするなどを含め

まして、どのような認定手続きの強化が有効かという観点、また、温対法などとどのような
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連携をしていくのかといったことが論点として出てくるのかなと思ってございます。 

 また２つ目の固まりです。土地の開発後から運転中の段階でございます。ここは違反状況

の未然防止、早期解消措置の新設というところの観点でございます。大きく２つ論点を掲げ

てございます。１つ目の丸ですけれども、違反状態における売電収入の交付を留保する措置

などを含めまして、違反の未然防止や違反状況の早期改善を促す措置として、どのような措

置が有効かという観点。また２つ目の丸ですけれども、関係法令の違反の状況の把握ですと

か、措置として迅速な発動に向けてどのように実効性を持たせるのかといったのが２つ目

の論点で掲げさせていただいてございます。 

 ３つ目です。運転中～適正廃棄というところですけれども、太陽電池出力の増加時におけ

る現行ルールの見直しというところでございます。太陽電池の更新・増設時の現行ルールに

ついては、国民負担の増大を抑止しながらパネルの更新や増設を促す見直しをどのように

行うかという観点で、特に２つ目の丸に書いていますけれども、廃棄費用の積み立てについ

てどのように取り扱うのかという観点ですとか、また関係法令遵守の再確認を含む適用要

件をどのように設定するかといった論点も出てくると考えているところでございます。 

 最後のスライド、46 ページ目でございます。適正廃棄につきましては、大量廃棄に向け

た計画的対応というところでございます。この今回の本ＷＧにおきましては、特に使用済み

太陽光パネルの発生量のピークに合わせた計画的な対応ということに向けまして、再エネ

特措法というところをフォーカスしながら、その観点からいわゆる廃掃法などとの制度間

の連携強化に向けて、再エネ特措法の側からまず現時点でできることは何なんだというこ

とについては論点としてあるのかなと思っているところでございます。 

 また、横断的事項でございます。幾つか書いてございますが、１つは地域とのコミュニケ

ーションというところの要件化と書かせていただいてございます。 

 ３つ書かせていただいてございますけども、１つが一定規模以上の発電設備の場合には、

あらかじめ説明会の開催などの地域への周知を義務化するなどといった、地域の理解に向

けた制度的措置についてどのように考えるかという点。また２つ目ですけれども、そうした

中で自治体の役割をどのように位置付けていくのかという点。また３つ目ですが、環境影響

評価法に基づく手続きですとか、温対法の促進区域制度における地域構成スキームなど、こ

うした中でも地域のコミュニケーションが既にプロセスの中に入っていますので、そうい

ったものと連携をどのように図っていくのかといったところなどが論点として考えられる

というふうに考えております。 

 ３つ目です。事業譲渡の際の手続評価でございます。事業譲渡の際に必要となる変更認定

申請といったものが再エネ特措法上必要でございますが、その変更認定申請におきまして、

地域の周知の義務化などの手続きの強化などをどのように考えていくのかと。またその際

に、地域との対話や説明の方法やそのタイミングというところをどのように考えるべきか

といったのが論点としてあるというふうに考えております。 

 ３つ目でございます。認定事業者の責任の明確化という観点でございます。適切な事業実
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施を担保するために、再エネ発電事業の委託や再委託の際の認定事業者の責任の範囲をど

のように明確化していくのかといった点でございます。 

 また最後になりますけれども、関係法令遵守の徹底というところで、Ｎｏｎ-ＦＩＴ、Ｎ

ｏｎ-ＦＩＰの発電事業者でありますとか、また認定事業者の方であっても所在不明事業者

などもおられます。こういった方々も含めて、再エネ発電事業者に対する適正な規律をどの

ように徹底していくのかといったのが論点として挙げてございます。 

 なお※書きに書いてございますけれども、「再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及

び管理のあり方に関する検討会」の提言におきまして、速やかに対応すべき事項というとこ

ろで、例えば関係する省庁で情報を共有するぞとか、そういったことなど適切な法執行のた

めに必要な対応策も掲げてございます。こういった項目につきましては、本ＷＧでも適切に

報告をさせていただきたいと思っているところでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは、今ご説明いただいた資料の３ですね。これに基づい

て皆さまからご質問、ご意見いただきたいというふうに思います。チャットを使いたいと思

うので、チャットでご発言ご希望の方はお知らせください。どなたかいらっしゃいますかね。 

 基本的に今日いろいろ現状を説明いただいて、それから問題ということで、課題ですね、

このへんをご説明いただいたところでありますが、これにかかわらず、いろいろ広い観点か

ら。 

 興津委員がご発言ご希望ということで、どうぞご発言ください。 

○興津委員 

 ありがとうございます。委員の興津と申します。私は、専攻は行政法という法律の分野を

専攻しておりますので、その観点から気が付いたことを申し上げたいと思います。 

 非常に一般的、抽象的な話になってしまって恐縮なんですけれども、行政法という法律は、

私人の権利や自由を保護すると、その行政機関の活動からその権利や自由の侵害を保護す

ると、そういう法目的があるというふうに一般に理解されているところです。そういう観点

からいたしますと、権利や自由の侵害になるような規制行政というのは必要最小限にとど

められなければならないというのが原則というふうに授業なんかでも教えるんですけれど

も。 

 ただ他方で、今回のＦＩＴやＦＩＰの制度をそういう観点から捉えるべきかどうかとい

うことについては、別の捉え方もあるのかなというふうに思いました。と申しますのは、Ｆ

ＩＴやＦＩＰというのは、人工的に設定されたマーケットを利用して、価格に上乗せをする

のがＦＩＴであり、ＦＩＰのほうはもう純粋に補助金を給付するという話だと思うんです

けれども、そういった形で行政のほうが特典を私人に付与すると。それを利用させる資格が

あるかどうかという観点から考えますと、純粋な権利や自由の侵害とか規制というのとは

別の捉え方もできるのかなということを思った次第でございます。 
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 ご説明の中でありましたとおり、違反事業者に対してＦＩＴやＦＩＰの交付金の交付を

留保するといったことは、ＦＩＴ、ＦＩＰの制度を利用させる資格があるかどうかという観

点から、その制度目的、政策目的に則しているかどうかという観点から、ある程度柔軟に判

断することができるのかなと。 

 そういう意味では、権利や自由に対する規制は最小限にしか許されないという原則が、そ

のままには当てはまらないと考えることもできるのかなと思いましたので、今後制度設計

を議論していく上では、そのような権利や自由に対する直接の規制、あるいは禁止という話

と、それからＦＩＴ・ＦＩＰ制度を利用させるかどうか、その制度からメリット、給付を与

えるべきかどうかという観点と分けて整理すると行政法の観点からは見えやすくなるのか

なということをまず感想として思いましたので、コメントいたします。 

 それに関連して１つ質問がございます。最後のほうで、Ｎｏｎ－ＦＩＴ、Ｎｏｎ－ＦＩＰ

の事業者に対する対応というのも論点として挙げられていましたけれども、こういう事業

者はＦＩＴやＦＩＰの給付金を受けられないということになると思うんですけれども、ど

のような収益構造で事業を行っているのか、ＦＩＴやＦＩＰを受けられなくても十分に採

算が取れるようになっているのかどうか、ということについて後で教えていただければと

思いましたので、この点質問させていただきます。以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございます。ご質問あるいは事務局からの回答、コメントについては後ほどま

とめてお願いしたいと思います。 

 それで、今ご発言ご希望、大貫委員、大関委員といらっしゃるんですけど、桑原委員が早

めにご退出ということで、桑原委員からご発言願いたいと思いますが、よろしいですかね。

桑原委員、どうぞ。 

○桑原委員 

 ありがとうございます。すみません、まだ時間はあるのですが、先に指名していただいて

ありがとうございます。事務局の取りまとめをありがとうございます。今日は論点出しとい

うことで、これから詳細を議論していくところだと思いますが、何点かコメントをさせてい

ただきます。 

 45 ページの主要論点リストを見ながらお願いできればと思います。まず、関係法令の許

認可取得を申請要件にするといった方向性、これは十分理解できるところですけれども、今

後、事業者側の見方、ニーズについても、これは事務局のほうで既にご準備いただいている

かもしれませんが、ヒアリングする場を設定していただき、例えば、関係法令の遵守が問題

になる際に、条例を含めて何を遵守すべきなのかが明確に分かりやすい状況になっている

のかなどを確認させて頂いてはどうか、 仮に、そもそも何を遵守しなくてはならないか自

体に不明確な面があるのだとすると、それ自体から修正をかけていかなくてはいけないと

いうことも考えるべきではないかと思っております。 

 それから、その次の違反状態におけるＦＩＴ・ＦＩＰ交付金を留保することで対応しよう
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という方向性、これも合理的な方向性と思いますけれども、一方で卒ＦＩＴや卒ＦＩＰの案

件になってくると、こうした事業規律をかけられないということにもなってしまうので、卒

ＦＩＴ、卒ＦＩＰの案件、特に今、既存の電源を有効に活用していこうという方向性で議論

をしているところでもございますので、その卒ＦＩＴ、卒ＦＩＰの案件も含めて、どういう

ふうに事業規律をかけていくのかというところは、もう少し全体的に考えていく必要があ

るのではないのかなと思います。 

 今の点は、解体等積立金のところも同様で、これは大量導入の小委員会のところでも申し

上げましたけれども、新しくパネルを設置する、既存電源をできるだけ活用するという時に、

既に積み立てている部分をどう利用を認めるのか認めないのか、その代わり、新しく設置し

たパネルも含めた積み立てをどう担保するのか、特にＦＩＴやＦＩＰの交付金の期間が終

わりに迫っているような場合には、その後どうすればいいのかということも出てくると思

いますので、このあたりは事業者側のほうでどんなニーズがあり、どういう対応を取るとバ

ランスの取れた事業規律になるのかということも、事業者側の考えなども聞きながらバラ

ンスよく設定できればいいなと思っております。 

 以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは順番が元に戻りますけど、大貫委員、どうぞご発言く

ださい。大貫委員、聞こえていらっしゃいます？ 

○大貫委員 

 大貫です。聞こえています。 

○山内座長 

 ご発言お願いいたします。 

○大貫委員 

 大貫でございます。大丈夫でしょうか。 

○山内座長 

 声は聞こえています。大丈夫ですけど。 

○大貫委員 

本 WG は再エネ適正導入・管理検討会が提言した具体的なアクションを議論していくも

のと理解しました。議論が必要な論点はほぼ挙げられていると思います。論点が深掘りされ、

アクションの具体化が進むことを期待しております。 

二つ意見を申し上げます。 

35 頁あるいは 45 頁の主要論点例において、再エネ特措法において、森林法の林地開発許

可対象エリアや盛土規制法の規制区域等の立地場所に応じ、例えば関係法令の許認可取得

を再エネ特措法の申請要件とし、必要な許認可を取得するまで認定等を認めないといった

手続強化を検討。とあります。 

例えば、都市計画法第三十二条は、開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発
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行為に関係がある公共施設の管理者と協議し、その同意を得なければならない、としていま

す。 

国土交通省の担当者によれば、このように開発許可を申請する前に公共施設の管理者の

同意を得なければならないのは、「開発許可の円滑な施行、公共施設の管理の適正等を期す

ることを狙った」とされています。 

この説明にも表れているように、ある行為 A（都市計画法の場合には開発許可）を求める

場合に、他の者の行為 B（この場合は公共施設管理者の同意）が必要とされる理由は、A の

行為の目的の達成のために必要であること、そして更に B の行為の達成のためにも必要で

あることのように思われます。 

 二つの行為それぞれにとってリンクさせることが必要であることが、二つの行為をリン

クさせることを正当化するものと言えます。 

 再エネ特措法の認定申請の前提として、例えば、林地開発許可が必要な地域であれば、林

地開発許可を、盛土規制法の許可や届出が必要な地域であれば、当該許可を得てくること、

届出をすることを求めるのは、それぞれの行為、つまり、認定と林地開発許可等の目的にと

って必要なことであるように思われます。認定について言えば、9 条４項 2 号に「二 再生

可能エネルギー発電事業が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。」とあ

りますから、先にあげた規制法による許可所得や届出が済んでいない場合には、この要件に

適合しないとも言えます。認定からみれば、先にあげた規制法による許可取得や届出が済ん

でいることは、認定の目的達成のために必要なことです。他方、認定の申請の前提として、

例えば林地開発許可を得ることを求めることによって、林地開発許可が目的としていると

ころ、許可基準からとりだせば、災害の防止、水害の防止、水の確保、環境の保全を達成で

きない形で認定がなされることを防ぐことができます。 

 このように、認定とそれに先行して必要となる林地開発許可等はリンクさせる合理性があ

りますが。他方で、リンクさせることの現実的影響も考えなくてはなりません。パブリック

コメントで指摘された懸念点の１つが、許認可の取得を認定の申請要件とするか否かでし

た。確かに、認定と許可等をリンクさせる制度の導入に当たっては、投資意欲や導入スピー

ドへの負の影響が懸念されますから、事業者の予見可能性への配慮をしつつ、最低限の手続

きを要件としつつ、各電源の実情も踏まえつつ検討するべきだと思います。 

 法令遵守の徹底については、各種許認可を FIP の申請要件にすることのほか、工事計画

届などの手続の際の確認なども検討されているようです。どこで法令遵守を確認すること

が、事業者・行政の負担面、コスト面から合理的か具体的に検討するために、事業遂行の

現状の具体的な情報、議論の材料として提供されることが重要と思います。 

 ３７ページに以下のようにあります。認定事業者以外の関係者が法令違反を犯した際の

認定事業者の責任を明確化 

通常は、認定事業者以外の関係者が法令違反を犯した際、認定事業者が責任を負うかどう

かは個別の事案によるところもあるので難しい問題だろうと思います。認定事業者が責任
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を負うようにするには、事業者の行為と認定事業者以外の関係者の行為が何らかの関係に

なくてはならないと思います。 

これは次のような趣旨でしょうか。 

 再エネ特措法には、事業者に対する監督処分として、15 条に認定取り消し及び 13 条に改

善命令を定めており、認定事業者が認定計画に従って再生可能エネルギー発電事業を実施

していないときは、改善命令や認定取り消しができます。 

 したがって、認定計画に書き込む再生可能エネルギー発電事業の実施体制に、外部発注業

者への発注を前提として、その業者の業務遂行も含んだ事業遂行が計画に記されているの

であれば、認定事業者以外の関係者（外注先等）が法令違反を犯した場合には、認定事業者

は「認定計画に従って再生可能エネルギー発電事業を実施していない」ことになるとも読め

ます。もし、38 頁の記述がそのような趣旨であるならば、認定計画に事業者自身の発電計

画だけでなく、外注業者の事業遂行も含めた計画の記載を求めなくてはならないでしょう。 

しかし認定計画に実施体制全体を書かせるとすれば、事業者としては、青写真段階から委

託・再委託関係を全て明確化し、契約締結に至っていることが必要となり、実務的にここま

でのことを求めることは難しいようにも思います。 

 発電事業の適切な遂行のために、認定事業者以外の関係者（外注先等）の業務遂行も含め

て、認定事業者の責任をより明確化する必要性は高いと思いますが、制度設計あるいは運用

の見直しには慎重な検討が必要かと思います。 

○山内座長 

 ありがとうございました。すいません、大貫委員、ちょっと通信状態が芳しくなく、部分

的に聞き取れないところがございました。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局のほうから後で議事録を作るときに改めて先生にも確認していただくようにしま

すので、そこはご心配なくこちらのほうでしっかりと対応させていただきますので、すいま

せん、他の委員の方々にも議事録というところで、ちょっと聞き取れなかったところなどに

ついては補完させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 すいません、以上でございます。 

○山内座長 

 ということでよろしくお願いいたします。 

 それでは次は大関委員、どうぞご発言ください。 

○大関委員 

 ありがとうございます。私は１つ前の適正運用管理の検討委員会に参加していまして、太

陽光のシステム関係を研究しています。今回最初ですけども、短期で取りまとめだと思いま

すので、P45、46の主要論点について今後議論していく上で情報整理などをお願いしたいこ

とを中心に幾つかコメントさせていただきたいと思います。 

 １つ目は土地開発前の対応についてですけれども、行政手続きへの順番やタイミングが
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ひとつ議論する上で重要だと思いますので、幾つかのユースケースで整理することで対処

方法の議論がしやすくなるかなと思っています。運開に近づくもの、事業者にとっても改善

するのが結構大変になるので、できるだけ早い段階で改善を促すことが必要だと思います

し、行政自体もその段階でしづらくなるということが結構あるんじゃないかと思います。で

きるだけ計画段階でチェックとか是正が入るような仕組みにする必要があると思うんです

けれども、一方で企画とか計画であるほど具体性がなくなってくるので確認が難しくなる

というようなデメリットがあるんだと思っています。それは再エネ特措法が主にはそうな

んだと思います。その辺り、誰が何のリスクをチェックして確認しているかという行政側の

視点で一度整理してもらうのがいいのかなと思っています。特に議論する上で、太陽光のご

専門じゃない方も多いと思いますので、発電設備とか設置場所ごとで少し分類してもらう

とか、電気事業法で 50ｋＷ未満とか低圧で違うとか、林地開発許可 0.5 ヘクタールはどれ

ぐらいの設備容量なのかとか、少し幅を持っていることとか、そういったところも資料とし

て整理していただけると議論しやすいのかなと思います。併せて、電事法は２ＭＷ以上は工

事計画届がありますけれども、使用前自己確認がかなり拡大されたというものの、竣工時の

確認であるとかそういったタイミングが委員の中で共通認識ができるといいかなというふ

うに思います。 

 あと事業の予見性の関係では、それぞれの許認可がどれぐらいの標準の処理期間がある

かというのも整理されているといいかなと思います。例えば林地開発許可が 30～60日ぐら

い、そんなに長いとは思えないんですけれども、実態、事業者から見たどのぐらいかという

のも含めて情報があるといいかなと思いました。 

 運開後ですけれども違反案件の対応が極めて重要だと思っていますので、これは何かし

らの対応が必須なんだと思っています。物理的に発電停止する方法が当然効果的であるも

のの、なかなか整理も難しいと思いますので、買い取り費用の支払いを留保するということ

は一定程度有効なんだと思います。発電停止を継続することではリスクとしては、電気的な

安全上に疑義がある場合には再エネ特措法に関係なく停止したほうがいいんだと思います

けれども、よくある構造上の問題であれば設置後の話なので発電していようがしていまい

があまりリスクは大きく変わることはないんだと思いますので、そういう観点でも物理的

に停止じゃなくても同じような効果が得られるんであろうと思っています。いずれにしろ、

当然リスクを放置するわけにはいかないので、留保することともに速やかに是正してもら

うということは併せて対応を考える必要があると思います。 

 あとは留保のタイミングがどこでできるかというのが、ここは法律の専門家の先生方の

ご意見も頂きたいところだと思うんですけれども、完全に違反認定するというところまで

本当に行政コストがかなり掛かってくると思うので、指導助言とかそういったもののタイ

ミングで発動できるかというところが大きな議論になるのかなと思っています。非ＦＩＴ・

ＦＩＰは桑原委員のほうからもご指摘があったので同じような課題があるんだと思います。 

 あとちょっと個別の話で言うと盛土規制法のほうでは区域指定前に設置した案件――い
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わゆる既設の案件においても土地の保全の観点で改善命令が出せるようなことで検討され

ていると認識していますので、この場合のケースにおいて再エネ特措法側の対応はあらか

じめ整理・議論しておいたほうがいいと思っています。 

 増設の時のリパワリングの廃棄コストは確かに課題だなと思いますけれども、交換した

ものに対してすぐ廃棄ということではないということも考えると、非ＦＩＴ・非ＦＩＰでの

再エネ特措法以外でどうするかというのを考えるのと同じような課題を考えなきゃいけな

いのかなと思いますので、その観点で整理できることがあれば今から議論しておいてもい

いのかなと思います。 

 増設時の関連法令との関係で言えば、例えば林地開発を一度許可すると林地から外れて

しまうので、なかなか林地開発許可での再認定とかいうのは難しいのかなと思います。一方

で電気事業法は廃棄直前まで面倒を見ていると思いますけれども、入り口で林地開発許可

の観点で見ていなかったということも他方ではあると思いますので、その辺りをどの法令

で対応するか、対応できる人材がどこにいるか、省庁横断でしっかりと考える課題だなとい

うふうに思っています。 

 46 ページ目の廃棄についてですけれども、ピークに合わせて対応をどうするかというこ

とは必要なんですけれども、廃止の予想が幾つかエネ庁でも出されているかと思いますが、

35年とか 36年をピークに持ってきて、その後少しピークアウトしてその後は安定してくる

んだと思います。そうすると廃棄量が平準化されていない可能性があって、リサイクルの装

置の設備投資のタイミングが結構難しくなってくるんだろうなと思っています。廃棄量を

分散させるには各システムの寿命を延ばして分散させていくということがひとつ重要なの

でそれを促しつつ、リサイクル処理業者が将来どういうような設備投資可能なようなのか

というのは廃棄量とも見合いがあると思いますので、そういうのを把握した上で場合によ

っては一時的な保管が可能である仕組みであるとか、処理エリアを少し分散できるような

仕組みも今後考えていく必要があるんだろうと思います。ただこれは太陽光だけじゃなく

て一般の廃棄でも同じでしょうし、再エネ特措法の範囲だけではなかなか難しいと思いま

すので、環境省など関係省庁とも連携して整理していただくのが必要なんだと思っていま

す。 

 地域とのコミュニケーションについては非常に悩ましい課題なんだろうとは思っていま

す。アセスを参考にしつつも規模についてはやはり 30ＭＷとかそういった 40ＭＷとかとい

う規模と小さい規模では大きな差があって、一方で小さいものはやらなくていいかという

のはちょっと違うのかなと思っています。どのような事業に関して実施していくかは規模

がいいのか隣接性がいいのか場所がいいのか設置形態がいいのかというようなところはあ

るにしろ、説明会の要否を線引きするのはかなり悩ましくなってくるんだろうと思ってい

ます。そこは地域の交流の特性も大きいと思いますので、場合によっては広めにかけつつ、

改正温対法の場合に促進地域は緩和するとかそういうような促進地域を優遇するというよ

うな考え方も一方ではあるのかなというふうに思いました。 
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 責任者の責任の明確化は重要だと思っていますけれども、基本的にはやはり発電事業者

の原則が責任だと思ってはいます。ただ、不具合とかトラブルとかを見るとＥＰＣなどの設

計に由来するところも大きいと思っています。だからといって設計者責任を負わせるとい

うのは現状の太陽光発電の収益構造から見ると少し過剰なのかなというふうなことも考え

ているというところです。そうするとやっぱり発電事業者がしっかりとＥＰＣを選択しな

いと自分の責任になるんですよというような考えを認識してもらうということは最初の入

り口なんだろうというふうに思っています。一方で規模が小さくなればなるほど発電事業

者とＥＰＣの情報の非対称性が出てきてしまうので、発電事業者をしっかり育成すること

は大前提であるものの、よいＥＰＣとかＯ＆Ｍ事業者を分かりやすく見せていくというよ

うな、促していくことも重要なんだと思っています。 

 そういった議論のためにも今後の市場がどういう規模とか事業形態がどういうふうに増

えていくか、それぞれのプレーヤーがどういうふうに実施していくかというのを少し整理

できるといいかなと思っています。なかなか情報がないので難しいかもしれませんが、例え

ば発電事業者は今後集約化していくのかＥＰＣ側が集約していくのか、引き続き今までみ

たいに不特定多数のままでいくのかという、市場動向によってはどこをしっかりと引き締

めていくのかという考えが変わってくると思います。ＥＰＣを引き締めるのであれば資格

などのホワイトリスト化もあると思いますし、ただこれは法令上の位置付けを少し議論す

るにはちょっと早いかなと思っていますので、民間の取り組みを推進していくということ

もあるんだろうと思っています。 

 他方でやはり行政側としてはまず各種土地規制の拡充とか電気事業法も使用前自己確認

拡充したこともありますので、行政側の入り口のチェックを厳格化していったことという

こともありますので、情報をしっかりと把握しつつ事故案件なども分析して、ＥＰＣの質が

どういうふうに変わっていくかというところが監視できるようにしておく必要があるんだ

ろうというふうに思っています。 

 あとは報告徴収についての所在者不明はさすがに適切じゃないので、正直者が損をしな

いように厳格かつ適切に対応していただくことが重要だと思っています。 

 あとは非ＦＩＴと非ＦＩＰの再エネ特措法以外の対応については、特に再エネ特措法で

新たに課した規制の整理というのをまずは整理していただいて、それを類似のどの法令で

対応できるかというのを議論できるといいのかなと思っていますので、そういった情報整

理が必要かと思っています。 

 ちょっと長くなりましたが、最後にさまざまな今後検討がされていくと思うんですけれ

ども、やはり重要な点としては適切な事業者に対して過度な負担になっていないかという

のは常にフォローアップをしていく必要があると思っています。それが設置場所であった

りとか、今後増加が見込まれる建物設置とか農業との融合とか、そういうような場所とか事

業に関しても同様だと思いますので、それぞれ今後広げたい所、適切な事業者を増やしてい

きたいという観点は忘れずに、都度都度フォローアップしていただければと思います。 
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 以上になります。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは次、松本委員どうぞご発言ください。 

○松本委員 

 山内委員長どうもありがとうございます。事務局からご提案があったとおり、本ワーキン

ググループで議論される再エネの事業規律は大量導入の大前提になるものだと思っており

ます。今後再エネ比率 36％～38％を目指す中で、再エネ導入の拡大に伴って顕在化してき

ているさまざまなトラブルに手を打つことは再エネを主力電源化していく中で避けて通れ

ません。その上で本日は４点コメントさせていただきたいと思います。 

 まず１点目は 45 ページの論点①になりますが、上段の「立地状況等に応じた手続強化」

については森林の乱開発や災害の懸念のある地域への再エネの立地手続きを強化すること

はしっかりと進めていただきたいと思っています。ＦＩＰ制度やＦＩＴ制度は国民負担に

よって支えられている制度ですので、こうした乱開発などの懸念のある地域への立地は国

民負担によって支援されるべきものなのかをよく考える必要があるかと思います。これは

大関委員や他の委員からもご指摘があったかと思います。 

 一方でこうした手続き強化は立地を禁ずるというのではなくて再エネ導入と事業規律を

両立する、バランスのある制度とする視点も忘れないでほしいと思っております。また、め

りはりのある再エネ導入を進める観点からは環境省の促進区域などとの連携を通じて検討

を深めていただきたいと思っております。 

 続きまして、こちらも他の委員からもご指摘がありましたが、中段の「違反状況に未然防

止・早期解消措置の新設」につきましては、違反状態にある案件は国民負担によって支援さ

れる要件を満たしていないという場合もあり、交付の留保など新たな対応が必要かと思っ

ております。一方、再エネを適正に導入していくためには、こうした違反案件の早期解消に

向けたインセンティブ設計も熟慮する必要があり、例えば違反が解消したら一部の留保金

を取り戻せるような仕組みなども検討していただければどうかと思っております。 

 続きましては 46ページの論点②になりますが、中段の「地域とのコミュニケーション要

件化」について申し上げたいと思います。まず再エネの電源種や規模に応じて必要になる現

実的な対応が異なってくると考えます。今後具体的にどのような案件でどのようなコミュ

ニケーションを促していくのか事務局において提示していただきたいと思います。 

 そしてもう１点、自治体の役割についてですが、先日長野県庁の方のお話を伺う機会があ

りました。長野県では林地でのメガソーラー計画が多く、各地で地域トラブルや不安の声が

聞かれるようになったということで、県と市町村の連絡会議で太陽光発電の適正な推進に

向けた協議を行い、県は太陽光発電を適正に推進するための市町村対応マニュアルを作成・

公表しています。地域トラブルが起きる前に望ましい再エネ事業の在り方を県として定め

ており、例えば大規模なメガソーラー開発は県が対応を行い小規模な開発については市町

村が対応するなど、県と市町村の役割分担を初期から明確化するなどの取り組みを進めて
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います。こうした取り組みも他の自治体の参考になるのではないかと思っております。 

 いずれの点にも共通するのが各論点について再エネの導入と事業規律の両面から評価し

て具体化していくことが必要だと考えております。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山地委員長 

 どうもありがとうございました。次は神山委員どうぞご発言ください。 

○神山委員 

 神山でございます。よろしくお願いいたします。十分に個別論点を整理していただいてお

りますので、それを今後踏まえて議論していくことになると心得ております。今回コメント

として４点ほど述べさせていただきます。 

 １点目でございます。ＦＩＴ制度が再エネ促進のための助成制度であるというお話がご

ざいました。助成という手法を自治体に適用できないかということは考えてみたいと思っ

ています。各地で進められていてその進度というのもいろいろだと思います。そうしたとこ

ろで積極的に推進している自治体や地域という所に、もちろん温対法でもメリットという

のは規定されているのですが、もう少し見える形でベネフィットがある仕組み、それも早く

導入したり更新を決めたほうが得になるような仕組みがあるとよいのではないかというこ

とは考えております。例としてマイクログリッド構築のための助成のようなものや送電網

整備のスピードが上がるというようなことを私なりには考えているのですが、もう少しこ

の点は考えてみたいと思っています。 

 ２点目でございます。各地の条例策定がかなり速いスピードで進んでいると思っていま

す。それに合わせて極端に消極的なものがまたニュースになりやすいと感じていまして、例

えば林地開発の駆け込みによる切迫感というものが現在現場ではあるようなんですけれど

も、１ヘクタールから 0.5 ヘクタールへの切り替えというところでその前の駆け込みとい

うのが現場ではあるというようなことになりまして、例えば「税金を課す」というような仕

組みへの言及も昨今幾つか散見されます。結局は、住民の反対意向に沿う形での自治体の長

の方々の行為もご発言等もあるかと思うのですが、あくまでも地域の問題をどこまで取り

組めているかというところがまずもって大事だと思いますので、そこが取り組めるような

形に全国的な位相合わせというのができるとよいなと思っています。 

 また、訴訟をいくつか拝見しておりますと、山梨県の富士河口湖の件ですとか伊東市の河

川占用不許可処分の取消請求事件等なんですけれども、地裁判決では事業者側勝訴でその

後高裁判決で自治体側の勝訴、もしくは理由不備で結果は覆らなかった事例等もございま

すけれども裁判所の判断は変更になった事例というものがございます。難しい判断を行政

の現場は迫られていることの証です。もちろん裁判を受けることは権利なんですけれども、

訴訟になりますと時間もコストとも社会的損失も大きいのでできるだけ事前にクリアでき

るような仕組みというのを目指したいというふうに思っています。 

 また条例のスピードが速いというところでなんですが、風力発電のためのアセスの基準
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改正がございまして、各地でアセス条例の改正中かと思います。他方で私は、「風力発電抑

制条例案というのを作ったのでコメントいただけませんか」というようにおっしゃってい

ただいて素案を拝見する機会があったんですね。そうしますとこうした動きもあるのだと

いうことも踏まえて、また幾つかのトラブル事例も踏まえますと、やはり条例案というのも

かなり細かくなってきていますし、事業者さんにかなりの負担といいますか義務を課すと

いう内容のものもやはりお見かけするんですね。ですので、規律の徹底が大量導入につなが

るということ、そしてそれが周知されること、またそれを皆で進めていくことというのが重

要だなというふうに考えておりますので、その点を考えていきたいと思っています。 

 ３点目でございまして、電事法と再エネ特措法という流れの重要さというのを私は、先の

委員会・検討会で学ばせていただきました。電気事業者、一般送配電事業者また新設された

配電事業者そして小売電気事業者と、需要家に届けるまでの仕組みという部分でそれぞれ

担う役割、また担える役割、違反を発見しやすいということもあると思いますので、これら

をもう少し考えてみたいと思います。 

 最後４点目でございます。ソーラーパネルの廃棄というお話がございました。風力発電機、

特にブレード等の廃棄物となる分量が海外の論文ではかなり具体的な数値が示されてそれ

への懸念というのが提示されています。日本では太陽光についてという議論が主だと思い

ますが、ぜひ風力発電機に関しましてもそのスマートな廃棄や回収や次期発電につなげる

方策というのも検討していきたいというふうに思っています。太陽光はカーペットのよう

に広がるという表現とかをされるんですけれども、風力発電機はホライゾンを引き裂くと

いうような表現もされていまして、老朽化により美しくない状態になった時のダメージと

いうのがいずれも大きいと思いますのでこちらも勘案していただきたいですし、ブレード

等に関しましては運搬の問題等もございますので検討していく必要があるというふうには

思っております。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは高村委員どうぞ。 

○事務局 

 失礼しました。高村委員、いま山内先生からご指名いただきましたのでご発言のほうお願

いいたします 

○高村委員 

 ありがとうございます。これまでＦＩＴ法、再エネ特措法の運用に関わらせていただきま

したけれども、エネ庁様もさまざまな問題が出てきて……これスライド 16の辺りに今いま

すけれども、対応されてきたということだと思います。ただ改めて、スライド 43に素敵な

絵がありますけれども、50年カーボンニュートラル 30年の電源構成に向けて再生可能エネ

ルギーの最大限導入のためにこそ適正な規律が必要で、これは多くの委員もおっしゃって

おりましたけれども適正な規律が必要というところをやはりしっかり議論していく必要が

あるんだというふうに思います。 
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 検討会で基本的に出た論点だというふうに思っていまして、スライド 45、46に挙げてい

ただいている論点そのものには異存がありません。幾つか少しやはり強調したい点を３、４

つ申し上げたいと思います。 

 １つは、これも既に桑原委員はじめ多くの委員がおっしゃっておりますけれども、やはり

買取制度を支えてきた再エネ導入だけを見てもやはり大きな転換期、あるいは将来に向け

て大きく変わっていくことが見えてき始めているタイミングだと思っていまして、先を見

た課題の対応というのが必要だというふうに思います。先ほど桑原委員、大関委員などから

もご指摘ありましたけれども、基本的に現行の再エネ特措法で対応しようとするとやはり

買い取り制度に掛かっていないもの、これは卒ＦＩＴ・卒買い取り電源を含めてですけれど

も、こうしたところに少なくともやはりどう適正な規律をしていくかということを考える

と、再エネ特措法の対応だけではない、関連法令――場合によってはエネ庁さんだけではな

い省庁が所管している関連法令も含めて、全体を通してどういうふうに規律を作っていく

かということ、この構想が非常に重要だというふうに思います。実際に法対応はいろんな事

情で時期は若干ずれるかもしれませんけれども、やはりそうした全体の適正な規律が何な

のかということをしっかり議論する必要があるのではないかというふうに思っているとい

うことです。これは検討会でも指摘がされていたことですけれども改めて申し上げたいと

思います。 

 ２つ目は各論のスライドの 45以下の論点のところですけれども、一番最初にあります土

地開発前の「立地状況等に応じた手続強化」のところです。基本的には異存はないと言いま

しょうかしっかり議論しないといけない論点だと思っておりますけれども、これまでの再

エネ政策の中でやはりこうした制度になってきた、つまり認定の段階で全ての許認可を取

るということについて求めてこなかった理由というのは、特にリードタイムが長い電源に

ついてですけれども、やはり非常にたくさんの許認可制度があり現行の下でなかなか導入

が迅速に進まないということがある中でこうした制度的な調整といいましょうか対応をし

てきたと思います。やはりここに上がっているような、例えば林地開発許可ですとか盛土規

制法等々のこうした土地を改変をして回復が難しい、先ほどありましたけれども事業が実

際に開発が進んでしまうと元に戻すのが難しいようなものについてはやはりしっかりした

対応が必要であると同時に、ここで言っている関係法令の許認可取得を認定申請の要件と

するとすると、このまさにどの許認可をそうした適正な規律が必要な許認可と見るかとい

う、この点が非常に重要ではないかなというふうに思っております。恐らく電源によっても

変わってくるかもしれないと思っていまして、この点少し丁寧な議論が必要だというふう

に思っております。 

 ３つ目でしょうか、太陽電池の出力増加時の現行ルールの見直しのところですけれども、

これは既に大量導入委員会でそうした方向性で見直すということについて議論が行われて

いると思います。ここで論点にも書かれていますように幾つかやはりそれに関わって検討

する点があると思います。一つはここの論点に書かれている廃棄等積み立て費用のところ
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などもそうだと思うんですけれども、私の理解では基本的に買取制度の終了まで 10年前か

ら積み立てていると思いますので、そういう意味ではその前に場合によってはパネルの更

新・増設・廃棄といったようなことが出てくるようなケースもあり得るのではないか。 

 これは先ほど冒頭の１点目に申し上げた卒ＦＩＴあるいは買い取り費用によらないとこ

ろも含めて、廃棄費用の積み立ての論点は論点としてあるんですけれども、先般の検討会の

ところで実際にリサイクル業者がいらっしゃることがはっきり分かっていて、そこまでつ

なげる回収のルートをいずれにしても作っていく必要があるとすると、まさに関係省庁の

関係法令ですけれども、例えば廃掃法等での対応が同時に行われる必要がある論点のよう

にも思います。この辺りが一つ冒頭に申し上げました関係する省庁の関係法令も含めて全

体として制度の設計をしていくというところの一つの事例としても申し上げておきたいと

思います。むしろ廃棄等積み立て費用の論点というのはいずれにしてもそうでなくても議

論は必要だと思います。 

 最後はもう多くの先生方がおっしゃった点で、やはり違法状態において売電収入の扱い

等々をどうするか、違法状態の是正のためにどういう措置が追加的に必要かという論点は

非常に重要な論点だと思っていまして、他方でやはり法的にもしっかり詰めないといけな

い論点もある事項だと思いますので、しっかり議論ができればと思います。 

 以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。これで一応委員の方ひとあたりご発言していただいたという

ことでございます。これからはオブザーバーの方のご発言に移りたいと思いますけれども、

まずは九州電力の松本オブザーバーどうぞ。 

○松本オブザーバー 

 山内座長ありがとうございます。九州電力の松本です。事務局におかれましては現状の課

題・論点整理ありがとうございます。弊社は再エネの最大限導入について取り組んでいると

ころでございますが、本日は私からは主にＦＩＴ買取義務者の立場から今後のご議論に向

けまして実際にワークするような制度となるよう特にお願いしたい点を３点申し上げたい

と思います。 

 まず１点目ですが、違反時の交付金保留時の買い取り事業者の負担の懸念です。資料でい

きますと 35ページにありますところですが、運転開始後に法令違反が判明した場合に当該

違反等の早期解消を促すため違反時における売電収入（ＦＩＴ・ＦＩＰ交付金）の交付を保

留するなど再エネ特措法上の新たな仕組みを検討とする点についてでございます。資料 14

にありますように、ＦＩＴ制度は買取義務者が発電事業者から固定価格で再エネ電気を買

い取り支払いました上でその事後に固定価格と市場価格との差額を広域機関から交付金と

して買い取り事業者が受領する仕組みとなっておりますので、今後、特措法上で交付金支払

いを保留する新たな仕組みを導入される際には、買い取り義務者に負担が発生しないよう

なルール整備をぜひともお願いしたいと思います。 
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 次に２点目です。２点目は資料 42の太陽電池出力増加時の現行ルール見直しにおける需

給料金システムの課題についてでございます。これまで設備全体が最新価格に見直されて

いたパネルの更新、それから増設時の価格設定を増出力分のみ最新価格に設定するという

方向性自体はわれわれも既設再エネ電源の長期電源を促す観点では有用であるというふう

に考えております。しかしながら、提案のとおり価格設定が加重平均となり、更新・増設を

行った設備ごとにそれぞれに異なる買い取り単価を個別に設定するというふうになる場合

は需給料金システムの影響も考えられます。端的に申し上げますと、事業者によっては大き

なシステム改修というものを考えられます。つきましては今後ルール見直しする際におき

ましては買い取り義務者におけるシステム等の改修等の準備作業のスケジュールなども考

慮いただきながら検討を進めていただければと思います。 

 最後に３点目です。委員の方も指摘されていました太陽光のパネルの処理の問題でござ

います。資料 36ページ目に廃棄段階における取り組みについてということで書かれてござ

いますが、2030年代半ば以降には年間 80万トンもの大量発生が見込まれると言われている

使用済み太陽光パネルの廃棄それからリサイクルというのは重要な課題だと考えておりま

す。特に九州エリアではどんどん太陽光が入っていまして非常に多く連系されておりまし

て使用済みパネルの処理問題というのは一番最初に来るのかなと思っておりまして、地域

共生上も大きな課題と認識しております。従いまして、安全な廃棄やリサイクルを促進・円

滑化するための支援策や制度の在り方について我が国のリサイクルおよび廃棄物処理事業

における使用済みパネルの処理能力、こういった実態を踏まえた検討もお願いしたいと思

います。 

 発言は以上です。ありがとうございました。 

○山内座長 

 ありがとうございます。それでは次は広域機関の梶原オブザーバーどうぞ。 

○梶原オブザーバー 

 ありがとうございます。広域機関梶原です。まずわれわれの部門なんですが、再エネ特措

法に基づく費用負担調整業務の実施部門でして、事業者からの納付金徴収業務やＦＩＴ・Ｆ

ＩＰに関する交付金交付業務、あるいは太陽光設備廃棄等積み立ての管理業務等を行って

おりまして、お金の流れに関わる業務を行っております。 

 その立場で一言発言させていただきますと、これらは国民負担の上に成り立っている制

度でございますので、公平公正はもちろん、ミスのない的確な業務運営に努めているところ

であります。その中で本ワーキングで議論される事業規律の強化に関する取り組みにおき

ましても、公平公正かつ的確な業務運営の観点も非常に重要なポイントになると認識して

おります。この議論といいますか措置を実効性のあるものにするためにも、業務の運用の視

点も考慮して検討していただければと考えております。例えば膨大な数の事業者や発電設

備が散在する状況において規律に反した事業者や設備をどのように検知するのかというこ

ともありますが、さらには速やかな対応を実現するための課題はどういったものがあるか
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といった視点も含めて議論をお願いしたいと考えております。われわれとしましても的確

な業務運営が継続できますようにミスや漏れが発生するリスクを排除した仕組みとなるこ

とを期待して議論に参加させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は山梨県の雨宮オブザーバーどうぞご発言ください。 

○雨宮オブザーバー 

 山梨県の雨宮です。よろしくお願いします。自治体の立場から３点発言をさせていただき

たいと思います。 

 １点目ですけれども、本県で実際に起きた例といたしまして林地開発許可後に許可申請

どおりに防災工事等が行われないまま売電がなされていたという事例がございましたので、

それを踏まえますと 45ページにありますとおり関係法令の違反状態における売電収入の交

付を留保するという措置が大変有効かなのかなというふうに考えます。 

 一方で今後長期電源化ということを考えますと、卒ＦＩＴ後の対応あるいは非ＦＩＴや

非ＦＩＰのものについてどういった形で規律を確保していくかということも重要かという

ふうに思います。 

 ３点目ですけれども、本県の場合は森林が県土の 78％を占めておりますので林地開発許

可の指導というのが大変重要になるわけですけれども、林地開発許可につきましては完了

検査が終わった後については基本的には対象外になりますので、その後の適正な維持管理

をどのように図っていくのか、何をもって誘導していくのかということを議論いただけれ

ばと思います。本県におきましては昨年太陽光条例を制定いたしまして、設置から廃止に至

るまでトータルで適正な導入・適正な維持管理をしていくこととしておりますけれども、条

例だけでなく全国一律である程度全体の中で規制が同じようにできるということをご議論

いただければと思います。 

 以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。あと那須塩原市の黄木オブザーバーがまだご発言ありません

けれども何かございます？ 

○黄木オブザーバー 

 すいません、那須塩原市の黄木です。恐縮です。皆さまのご発言を聞いていて、ごもっと

もだなと思うばかりでした。すいません、ありがとうございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。追加的なご発言よろしいですか。それでは事務局のほうからご回

答・コメントお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。冒頭にご質問のほうをいただいてございましたので、そこについて
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はご回答させていただきたいと思います。 

 興津委員また桑原委員からも同じようなご質問だったと思いますけれども、Ｎｏｎ－Ｆ

ＩＴやＮｏｎ－ＦＩＰの経済性・事業性といったものについて現時点ではどのようなもの

があるのかということでございました。やはりほとんどの多くのものは再エネ特措法のＦ

ＩＴ申請をいただいているものが大宗を占めてございますけれども、足元は最近ですとい

わゆるＰｏｗｅｒ Ｐｕｒｃｈａｓｅ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ――ＰＰＡ契約と言ったりもし

てございますけれども需要家と再エネ発電事業者が小売を通じてそういう形で市場とは異

なる価格で一定期間そういった契約を結ぶ中で再エネ事業を興していくという形のものも

出てきてございます。こうした取り組みにつきましてはＮｏｎ－ＦＩＴ・Ｎｏｎ－ＦＩＰと

いう形で進んでいる場合もございますし、また国におきましては補助金という形でご支援

をさせていただいているところもございます。この場合はＦＩＴやＦＩＰの対象外という

形になってございます。だた、その場合、国の補助金などの関与がある場合におきましては

当然再エネ特措法といったものと同じような事業規律を適用するというところで、そうい

ったところではＮｏｎ－ＦＩＴ・Ｎｏｎ－ＦＩＰというところも国の予算等の適用の範囲

におきましては同じような規律を適用しているということはご紹介をさせていただきたい

と思います。 

 その他一般的な対応になりますと、やはり電気事業法などそういった中でどういったご

議論をできるかといったことについてはまさに規律検討会などでもご指摘があったところ

というふうに考えているところであります。また今回さまざまな先生方から再エネ特措法

というところを中心にしながらも全体像というところも高村委員他先生方からもご指摘ご

ざいましたので、さまざまなこうした適正な事業規律に向けまして、再エネ特措法また全体

を見た時の関係法令との連携というところについてもしっかりとご議論させていただきな

がら、また適切な形で関係の審議会などにもしっかりと連携するもしくは情報提供してい

くというところを詰めていければなというふうに考えているところでございます。 

 先生方から頂いたご指摘・ご意見につきましては事務局のほうでも今後論点を整理して

いく時に参考にさせていただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局のほうからは以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。ということでご質問にお答えいただいて、ご意見についてはま

た事務局のほうでとりまとめていただいて今後の制度設計についての参考にさせていただ

くということだと思いますが。以上ですが何か追加的に全体を通じてご発言ご希望の方い

らっしゃいますかね。特によろしいですか。 

 それでは大変ご熱心にご議論いただきましてありがとうございました。非常に詳細にい

ろいろ議論していただきましたので事務局も参考にすべき点非常に多かったのではないか

なというふうに思っております 

 次回についてなんですけれども、これは事務局とも相談させていただいて次回について
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は再エネ事業を行っている事業者団体等に対してヒアリングを行いたいというふうに思い

ます。それで実務的な観点からの論点など、これも議論を行っていきたいというふうに思い

ますので、事務局におかれましては準備をよろしくお願いいたします。そして委員の皆様方

はそのヒアリングを受けていただいて、それでさらに議論を深めるという形にしようと思

います。 

 本日はどうもありがとうございました。それでは次回の委員会については事務局から。 

○能村新エネルギー課長 

 次回の委員会でございますけれども、10 月下旬を目途にしてございますが、また日程が

決まり次第、経産省のホームページまた委員の皆様方にはご連絡差し上げたいと思います。 

 以上でございます。 

 

３．閉会 

 

○山地委員長 

 ありがとうございます。それではこれをもちまして本日の会合第１回目ですけれども閉

会とさせていただきます。 

 ご多忙中のところ長時間にわたって熱心にご議論いただきまして誠にありがとうござい

ました。 

 

 


